


ダイバーシティ推進のための文化醸成活動の展開
NTT東日本グループでは、ダイバーシティ推進に向けて、

さまざまな文化醸成活動を展開しています。
たとえばダイバーシティ推進室では、社内イントラネットを通

じてダイバーシティに関するさまざまな情報を発信しており、
ホームページ上では「幹部からのメッセージ」の掲載等を順次
行っています。2010年度は、全社員向けeラーニングおよび
経営幹部・管理者向けの講演会を実施するとともに、社員間の
連携を深めるネットワーキングおよびさらなる問題意識の醸成
を図ることを目的とした社員向け勉強会（EAST SALON）を実
施する等、ダイバーシティへの職場の理解促進および多様性
の受容促進を図りました。また、2010年7月には、女性管理者
の経験や考えを聞き、気軽に相談できる場として、「きらきらサ
ポーターズカフェ」を開催し、今後のキャリアや、コミュニケー
ションの取り方についての糸口を見つけるきっかけを作り、継
続的に相談できる先輩や、お互いの悩みを打ち明け相互に支
えあう関係構築につなげる等の取り組みを行いました。

2010年8月から9月にかけては、NTT東日本グループに
おけるダイバーシティ推進状況の現状把握を行うため、全社
員に対して「ダイバーシティ推進の状況に関する調査」を行い
ました。調査では、ダイバーシティ推進活動の浸透状況や、働
きやすい職場環境かどうか、組織に対する満足度や将来への
意欲等について、アンケー
ト形式での質問を行いまし
た。調査の結果では、ダイ
バーシティ推進活動に関す
る認知度は向上しており、ま
た、活動の効果を実感して
いる社員も増えてきている
ことが見てとれます。今回
の調査結果をもとに、さらな
る取り組みが必要と思われ
る項目について、引き続き、
改善を図っていきます。

今後も、多様な人材が活
躍できる風土づくりに努め
ていきます。

次世代育成支援に向けた行動計画の 
具体的プログラムの推進

社員一人ひとりのライフスタイルに応じて能力を最大限発
揮できるよう、次世代育成支援にも取り組んでおり、2005年
4月からの3年 間、2008年4月からの3年 間 に 引 き 続 き、
2011年4月から3年間の「次世代育成支援行動計画」を策定し
ました。2010年6月には、育児介護休業法の改正にあわせて
育児休職からの早期復帰を推進するため、短時間勤務制度の
見直しを実施しました。これらの制度が各社員の事情に応じて
利用できるように、ポータルサイト「NTT－LIFE＋」、「『一人ひ
とりのワーク・ライフ・バランス』を実現するためのコミュニ
ケーションハンドブック」等を活用して制度内容を情報発信す
る他、休業利用者の体験談を紹介する等により、その啓発にも
取り組んでいます。

今後も引き続き、育児と仕事を両立するための制度の理解・
浸透、活用しやすい風土づくりに努めていきます。社員向け勉強会（EAST SALON）

きらきらサポーターズカフェ
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ワーク・ライフ・バランスの推進

ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた 
働き方の検討と諸施策の展開

ダイバーシティ推進に向けた取り組みの中で、仕事と育児の
両立を図りながら働く社員のためのサポートは、グループ内
に多様性を育む原動力の1つと位置づけています。2010年
度は、出産休暇・育児休職を取得する前後に行う、本人、上司
とダイバーシティ推進室との3者面談、育児休職復帰者セミ
ナー開催等従来からの取り組みに加えて、仕事と育児の両立
を支援する社内SNS*コミュニティ「ワーキングパパ&ママ広
場♪」を設置しました。子育てに関わるすべての社員を対象に、
ライフステージの変化にかかわらず、個人の力を仕事で十分
に発揮できるよう、仕事との両立に向けて困っていることやア
ドバイスをもらいたいこと等を情報交換できる場として活用し
ています。出産休暇、育児休職中にも利用できるように、携帯
電話からもアクセスできるようにする等、環境の整備に取り組
んでいます。

また、育児中の男女社員を対象として、親のあり方・親子の
コミュニケーションの取り方等についての講話や、仕事と育児
の両立および育児に関するグループディスカッションを行う

「ペアレンティング・セミナー」も実施しました。
2008年度からは、ワーク・ライフ・バランスの推進や育児と

仕事の両立をサポートすること等を目的とした在宅勤務を実
施しており、試行実施を経て、2009年度から全県等域で本格
展開し、2011年3月までに、700名の社員が在宅勤務を実施
しました。全県等域での在宅勤務の展開にあたっては、各県等
域での在宅勤務推進担当者の育成や配置、在宅勤務実施者お
よびその上長への事前研修会の実施等、在宅勤務者の拡大や
施策の定着に向けた取り組みを実施した他、ホームページや
コミュニティサイトを活用し、在宅勤務を実施した感想を掲載
したり、在宅勤務を有効に活用するための工夫等の情報を、社
員に向けて発信しています。

さらに、ワーク・ライフ・バランス推進、中でも業務の生産性
を向上させる取り組みの1つとして、「Value Meeting活動」
を推進しています。これは、会議の基本ルールとなる6カ条を
推進し、会議の生産性向上、ひいては業務全体の生産性向上
につなげようとする活動です。

今後も、生産性の高い働き方の推進を通じて、ワーク・ライ
フ・バランスを推進していきます。

用語
解説

social networking service：個人間のコミュニケーションを促進し、社会的な
ネットワークの構築を支援するインターネットを利用したサービスのこと。

福利厚生
社員が入社してから退職するまでの間、ライフプランやライ

フスタイルに応じてさまざまな福利厚生メニューが選択できる
「カフェテリアプラン（選択型福利厚生制度）」や、社員がライフ

プランの設計や見直しが行えるよう、節目をとらえた「ライフ
デザイン研修（4回）」を実施するとともに、「ライフデザイン相
談室」も用意しています。

■

育児はとても楽しく、 
充実した時間を過ごせました

ペアレンティング・セミナー SNSコミュニティ
「ワーキングパパ&ママ広場♪」
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各種制度の一例
制度の名称 概要

育児

育児休職 子どもが満3歳になるまで取得可

短時間勤務 子どもが小学校3年生の年度末までの期間、
1日の勤務時間を4・5・6時間から選択可

（本人が申請した期間取得できるよう2010年
6月に見直し）

再採用制度 育児に専念するために退職した場合、一定の
要件を満たせば選考により再採用が可能

ライフプラン休暇 
（育児）*

子どもの養育を目的に、1週間以上の休暇とし
て取得可

育児支援サービス 
（カフェテリア 
メニュー）

ベビーシッター育児支援サービス（子どもの
家庭内での保育、保育所等への送迎）の割引
券の交付等

介護

介護休職 最長1年6カ月まで取得可

短時間勤務 介護休職の期間とあわせて最長3年間、1日
の勤務時間を4・5・6時間から選択可

再採用制度 介護休職後、引き続き介護のために退職した
場合、退職後一定期間内に社員として再採用

介護休暇
2010年6月新設

家族の介護を目的に、1年度につき5日取得可*
（被介護者が2人以上の場合は10日）

ライフプラン休暇 
（介護）*

家族の介護を目的に、1週間以上の休暇として
取得可

*	勤続年数5年ごとに5日間の休暇が発効され、また失効年休の一部についても積
立可能な休暇。

つなぐ 	障がい者を中心とした 
「さいたま新都心センター」開設

NTTソルコでは、障がい者雇用の取り組みの一環として、バ
リアフリーな職場環境を整備した「さいたま新都心センター」
を2009年10月より開設しています。埼玉県内の障がい者就
労支援機関等でトレーニングを受けた障がい者がリーダーと
なり、センターで働く障がい者スタッフの研修から日常的な運
営まで、障がい者を中心にセンターを運営しています。

センターオープン時には
障がい者スタッフは13名で
したが、2011年8月には20
名となっており、将来的に
は、業務量の拡大を図り、障
がい者の雇用人数を拡大し
ていきます。

つなぐ 	在宅オペレーターによるコンタクトセンターサー
ビスの取り組みが「第11回テレワーク推進賞」に
おいて「奨励賞」を受賞

NTTソルコは、2011年1月に、社団法人日本テレワーク協会
が主催する「第11回テレワーク推進賞」において「奨励賞」を受
賞しました。2009年6月から実施している『オペレーター採用
受付業務』での電話受付業務の実績をもとにした「在宅オペレー
ターを活用したコンタクトセンターサービスの推進」での取り組
みが評価されたものです。

これまで、コンタクトセンター の運用においては、コンタク
トセンターへの問い合わせ等が集中する曜日・時間帯に、電話
がつながりにくいといった状況を解決しオペレーターを柔軟

に配置する人件費の削減等のコストリダクションを実現する手
段として、在宅オペレーターによるコンタクトセンターサービ
スを活用してきました。

今後も、在宅オペレーターサービスは、NTTソルコがめざ
すクラウド型コンタクトセンターを実現していくための手段の
1つとして 提 供 するととも
に、テレワークの 普 及・促
進、新たな労働市場の開拓、
ワーク・ライフ・バランスに
貢献するために、さらなる普
及・拡大に努めていきます。

センター内の職場の様子

■

在宅オペレーションのお仕事

「第11回テレワーク推進賞」において「奨
励賞」を受賞
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チャレンジ意欲の向上
社員のモチベーション向上に向けては、果敢に挑戦し、着実

に成果を生み出した者への評価と給与等への反映を適正に行
うことで、積極的な行動への意欲を一層向上させるとともに、
評価者研修、多面観察、社員意識調査等の諸施策を継続的に実
施することで、評価の納得性、公正性の向上等を図り、さらな
るチャレンジ意欲の向上等に努めています。

さらに、意欲のある社員がより幅広いフィールドで活躍する
チャンスとして、「NTTグループ内ジョブチャレンジ」を実施
し、希望する社員へのキャリアアップの機会を提供し、また
NTTグループ内の人材交流を促進しています。

社長表彰
日常業務や社会貢献活動、環境保全活動等さまざまな分野

において著しい成果をおさめ、事業や社会の発展に大きく貢
献した社員等の功労に報い、士気高揚、事業・社員の活性化を
図る観点から、社長表彰を実施しています。

2011年度は、事業活動における成果等、業務に関する功績
の他、東日本大震災におけるサービス復旧等に関する功績、
地球環境保護に関する功績、社会貢献活動等に対し社長表彰
を実施しました。

社員のモチベーション向上に寄与する取り組み

2011年度「非常災害復旧表彰」、「地球環境保護表彰」、 
「社会貢献活動表彰」案件

非常災害復旧 
表彰

東 日 本 大 震 災におけるサービ ス復 旧 等に関 する功 績 
（団体／17支店エリア他）

地球環境保護 
表彰

院内廃棄物処理システムの開発に関する功績
（団体／NTT東日本関東病院）

検証設備の電力使用量削減によるCO2排出量削減に関す
る功績

（団体／NTT東日本ネットワーク事業推進本部）

アニマルパスウェイの設置を通じた生物多様性保全への 
貢献に関する功績

（団体／NTT東日本−山梨）

社会貢献活動 
表彰

保護司活動および青少年健全育成活動に関する功績
（個人／NTT東日本−栃木）

少年野球指導による健全な青少年の育成・指導に関する 
功績（個人／NTT東日本−埼玉）
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全社的プログラム

「電話お願い手帳」*の配布
1983年にお客さまから寄せられた要望をヒントに「電話お願

い手帳」を作成し、以降、地方自治体や企業にご協力いただき配
布しています。また、ご利用者から寄せられたご意見・ご要望
を参考に内容の見直しを重ね、2010年においても、電話に関
するお問い合わせや、ご注文をファクスで承る「NTTふれあい
ファクス」の案内、災害・緊急時に役立つ「災害用伝言ダイヤル

（171）」「災害用ブロードバンド伝言板
（web171）」の情報等に加えて、より
コミュニケーションがとりやすくなる
よう内容を工夫しました。2010年の

発 行で29回 目
となり、約10万
部を発行しまし
た。今後も、耳
や言葉の不自由
な方にとって、
より使いやすい

コミュニケーションツールとなるよう検討を進めるとともに、継
続した配布協力企業・団体の拡大に取り組んでいきます。

用語
解説

電話お願い手帳：耳や言葉の不自由な方が、外出先で周囲の方に尋ねたり、お願
いしたりする際のコミュニケーションツール。

「ライブホン」*の利用促進
1987年以来、ライブホン「ときめき」を活用し、耳の不自由

な方々にも楽しんでいただけるコンサートを開催し、これまで
に4,000名を超える方々に臨場感ある音楽を楽しんでいただ
いています。2010年度も「NTT東日本N響コンサート」を主
催し、聴覚に障がいのある方等15組をご招待し豊かな音楽を
楽しんでいただくとともに、コンサートロビーへ「ライブホン体
験コーナー」や「社会貢献活動紹介コーナー」を紹介する特設

パフォーマンス・ハイライト

社会貢献活動

骨伝導式ステレオヘッドホン「ライブホン」を活用した
コンサ ートに、聴覚に障がいのある方をご招待。こ
れまでに4,000名を超える方々に臨場感ある音楽を
ご提供

耳や言葉の不自由な方のためのコミュニケーション
ツール「電話お願い手帳」を10万部発行。2011年
で30回目（予定）

基本姿勢

地域社会と密着し事業を営むNTT東日本グループでは、社会と共生する「良き企業市民」をめざし、チームNTT
のメンバーが一体となって、地域社会の発展に向け継続的かつ積極的に社会貢献活動に取り組んでいます。
ＣＳＲ目標 �
• 全社的プログラムの実施	 • 地域的プログラムの推進
• 活動する社員への支援の実施	 • NTT mimi-プロジェクトを通じた施策の推進

今期の成果と来期に向けた取り組み
NTT東日本グループでは、これまで築き上げてきた地域の皆さまとの強いつながりを通じて、地域に根ざした社

会貢献活動を行っています。また、東日本大震災により被災した地域においても、チームNTTのメンバーが一丸と
なってさまざまな支援活動等を実施しました。今後も、地域の皆さまとの接点を大事にしながら、地域社会の持続的
な発展に寄与する取り組みを進めていきます。

科学技術館における実験演示の模様 特設ブースでライブホンを体感する模様

  

「電話お願い手帳2012年版」緊急連絡とAED運搬の
依頼ページ

総務人事部 総務部門長
長門 徹
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地域的プログラムの推進

地域と密着した社会貢献活動等の充実
NTT東日本グループでは、チームNTTが一体となって開催

する環境デーにおけるクリーン作戦等、地域特性やニーズに
応じて、各社が積極的に福祉、文化・教育、スポーツ、環境保
全等の幅広いジャンルで社会貢献活動等を展開しています。
 社会貢献活動（地域的プログラム：地域貢献活動）：

http://www.ntt-east.co.jp/philan/region/region-b/05_regional.html

つなぐ 	営業車を利用した安全運動
各都道県域で広く車両を運行する業務の特性を活かし、“街

を走る営業車で子どもたちを守ろう”を合言葉に営業車にス
テッカーを貼って、「子ども110番の車」という防犯活動に取り
組んでいます。2006年度から活動を始め、2008年度には東

日本17都道県域の全支店
グ ループに拡 大し、2010
年 度 も 引 き 続 き 子どもを
狙った犯罪の防止に協力し
ました。

つなぐ 	環境クリーン作戦
環境美化を通じて地域社会および環境保護に役立つよう、社

員がボランティアで清掃活動を行っています。たとえば大宮ア
ルディージャでは、2004年度
から月3回程度、社員、地域の
方々、選手が一緒になった「大
宮クリーン大作戦」を実施して
おり、2011年6月までに通算
で180回を超える活動となっ
ています。

 社会貢献活動（地域的プログラム：自然環境保護活動）：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/region/region-b/04_ecology.html

つなぐ 	臨床実習生の受け入れ
千葉支店グループでは、2010年4月から7月において、千

葉県立千葉盲学校の臨床実習生2名を受け入れ、理療施術者と
しての技術の向上と資格取得に貢献しました。千葉県立千葉盲
学校では、学習指導要領に基づき、療施術者として資格を取得
するために臨床実習が位置づけられていることから、近隣（四
街道市）企業等に協力を求めていましたが、学校所在地近隣に
受け入れ可能な企業等も数少なく、また受け入れ期間も長期の
ため、受け入れ先の選定に苦慮していました。こうした状況か
ら、千葉市内の企業等へも受け入れの打診がされ、千葉支店グ
ループにおいては、良き企業市民としての地域社会への貢献
活動の一環として、実習生を
受け入れることとしました。
毎週金曜日に、実習生が社
員に対して、一人約30分程
度の「あん摩・マッサージ・
指圧」の施術を実施し、技術

ブースを設置する等、来場された一般の方々にも「ライブホン」
技術を体感いただきました。また、2009年4月からは、千代
田区にある科学技術館からのご要望により、科学技術実験演
示プログラムに「ライブホン」を設置いただき、音の伝わり方に
ついての理解を深める材料として役立てていただいています。

今後も継続して、「ライブホン」の活用に向けた取り組みを実
施していきます。

用語
解説 ライブホン：NTTグループが開発した聴覚障がい者用ステレオヘッドホン。

 社会貢献活動（全社的）：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/company/

スポーツ教室の開催
NTT東日本では毎年、青少年の健全な育成と地域のスポー

ツ振興を目的に、東日本の各地域で野球教室、バドミントン教
室等さまざまなスポーツ教室を開催しています。

2010年度は、野球教室を2回、バドミントン教室を14回開
催し、NTT東日本スポーツチームの現役選手が地域の子ども
たちの指導にあたりました。

また、今後も、各県域支店との連携・調整を強化しさらなる
教室内容の充実を図っていきます。

 シンボルチーム：
http://www.ntt-east.co.jp/symbol/

ステッカーを貼った営業車

野球教室の模様 バドミントン教室の模様

「大宮クリーン大作戦」の様子

施術模様

■

臨床実習生皆さまの今後のご活躍に期待して
います!
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命の大切さを教える活動にも積極的に取り組んできました。さ
らに、新潟県血液疾患の患者会「マルク’S」を発足し、集会場や
病院で入院患者・通院患者を交えた患者同士の情報交換の場
を提供することで、患者および家族への支援を行っています。

つなぐ 	インターンシップの受け入れ
神奈川支店グループでは、学生の就業意識の向上、次世代

の地域経済の担い手となる人材の育成等を目的に、毎年、高
校生、大学生および留学生のインターンシップを受け入れて
います。2010年においても、合計16名（高校生3名、大学生
8名、留学生5名）を受け入れ、ビジネスマナー の習得やNTT
商品の販売等をはじめとした営業活動の見学、通信のつなが
るしくみ、災害対策等の社会的責任の取り組みをはじめとした
通信設備見学、研究所見学等を実施しました。2010年の受け
入れで5年目となり、今後も通信事業に対する理解促進に向け
て積極的に取り組んでいきます。

つなぐ 	老人ホームへの訪問活動
NTT東日本−青森の関係

社員一同で、1970年より演
劇サークル「ばっけ」を結成
し、演劇公演という老人ホー
ムへの訪問を40年間継続し
て行っています。入所者の
方の心身の安らぎや活力と
なるような自作の演劇を公演
し、公演回数は210回を超え
る 活 動 とな っています。
2005年からは、地元の大学
生と共同で老人ホームの訪
問活動を行っており、活動に
賛同する学生は延べ60名に

力の向上を図りながら社員とのコミュニケーションを深めまし
た。実習生の丁寧な問診や施術により、社員も安心して施術を
受けることができ、また、盲学校の実習生との触れ合いを通じ
て、社会貢献活動への意識の向上にもつながりました。

つなぐ 	企業消防団活動の実施
千葉支店グループでは、総務省消防庁が財団法人日本消防

協会等と連携して展開する「消防団員入団促進キャンペーン」
において、NTTが協力要請を受けたことから、良き企業市民と
しての地域社会への貢献活動の一環として、千葉市消防局と連
携を図ることを決定し、2009年4月、「NTT企業消防団」を発
足し、消防団活動に参加しています。企業消防団としてのおも
な活動は、各種訓練・出初式等への参加、火災予防運動等を実
施しています。地域の安心・安全に向けた火災予防等に積極的
に取り組み、地域社会へ貢献
しています。2011年7月現
在の団員数は5名であり、さ
らなる活動の充実を図り、地
域に信頼される千葉支店グ
ループをめざしていきます。

つなぐ 	骨髄バンク活動の理解向上および 
患者等への支援活動

NTT東日本−新潟設備部の関係社員一同で、1996年より、
骨髄バンク活動の理解向上および患者等への支援活動を行っ
ています。各市長等を表敬訪問する活動「何もしないより・元
気ウォーク」や、患者による絵画展の実施、チャリティによる骨
髄バンク活動資金の寄付活
動等を行ってきました。また、

「命の大切さ。生き方」の講
演や、「いのちのアサガオ」と
して白血病で亡くなった小学
生が育てていたアサガオの
種を地域の各小学校へ配布
する等、地域の子どもたちへ

演劇サークル「ばっけ」

老人ホームでの演劇公演模様

■

お芝居を続けてこられたことに感謝しています

■

熱き闘志を胸に地域防災活動

消防車と消防団員

「何もしないより・元気ウォーク」にて新潟県
三条市市長にメッセージを読みあげる社員
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NTT mimi-プロジェクト*を通じた 
施策の推進

聴覚障がい者に対する理解促進に向けた 
活動の推進

NTT mimi-プロジェクトでは、聴覚障がい者に対する理解
促進に向けた取り組みとして、社員を対象に聴覚障がいへの
理解を深めるセミナーやウエブを活用した手話応対講座を定
期的に開催しています。1999年より開始した手話講習会は、
2010年度には、年間6回（参加者154名）を開催し、これまで
延べ1,900名を超えるグループの社員が受講しました。また、
ウエブにおいても動画による手話講座を開講しており、日常
用いる単語および会話などの手話表現を随時追加・更新して
います。引き続き、手話講習会やウエブ手話講座等を活用し、
聴覚障がい者に対する理解促進活動の充実に取り組んでいき
ます。

各種サービスのバリアフリー化に向けた活動の推進
NTT mimi-プロジェクトでは、NTTグループにおける各種

サービスのバリアフリー化に向けた取り組みとして、聴覚障が
い者や高齢者の方々のコミュニケーションを支援し、より積極
的な社会参加を促進するために、NTT東日本グループが提供
するサービスや製品を聴覚障がい者の立場から検証し、より
使いやすいものに改善する提案の実施・バリアフリー化に向
けた新商品の検討を実施しています。2010年度も各種サー
ビスのバリアフリー化に向けて、サービス主管と意見交換を行
うとともに、首都圏で開催される聴覚障がい者が集まる大規
模なイベントの一つである「耳の日記念文化祭福祉機器展示」
に参加し、「電話お願い手帳」の配付の他、2011年3月に発売
された「ひかりフレッツフォン VP3000」の疑似体験ブースを
設置して、体験者より意見・要望等を収集しました。今後もさ
らに掘り下げた提言活動の実施に向け、さらなる調査・検討を
進めていきます。

活動する社員への支援の実施

マッチングギフトプログラムの展開
地域社会における福祉の増進に資するため、社員が自発的

な募金活動で得た金額に対し、会社も同額を支出して寄附を行
うマッチングギフトプログラムを設け、福祉施設等に継続して
寄附を行っています。2010年度においても、本社をはじめ
NTT東日本グループで積極的な実施を行い、約748万円を社
会福祉団体等に寄附を実施し、介護用ベッドや福祉車両等の購
入にお役立ていただきました。

今後も継続的なプログラムの利用促進に向け、寄附実施団
体での活用状況等について社内PR活動を実施する等、活動す
る社員への支援の充実に努めていきます。

参加人数（人） マッチング 
寄附金額（円） マッチング金額寄附先

2008年度 33,923 11,883,015 公益財団法人日本ユニセフ協会、 
公益財団法人日本盲導犬協会、 
特別養護老人ホーム等 
各社会福祉法人

2009年度 30,975 11,065,650

2010年度 17,030 7,481,436

 活動する社員への支援：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/employee/

ものぼり、学生たちへ社会貢献の重要さ・大事さを伝える活動
ともなっています。また、同サークルは、2000年からは一般の
演劇公演の収益金を地元の社会福祉協議会へ寄附する等、活動
の幅を広げています。

■

「いつでも、どこでも、だれとでも 
コミュニケーション」
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用語
解説

NTT mimi-プロジェクト：NTTプロジェクトに勤務する聴覚に障がいのある社員
および聴覚障がいに対する見識を持つ社員から構成され、「聴覚障がいに対する
理解促進」「バリアフリー推進」を柱に、お客さまへのサービス向上を目的に、NTT
グループの提供するサービスや商品について聴覚障がい者の立場から検討する
ワーキンググループ。

 NTT mimi-プロジェクト：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/mimi/

■

つなぐ情報機器を開発してまいります
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ステークホルダー の皆さまとともに

 NTT 東日本グループのステークホルダー
　NTT東日本グループでは、ステークホルダーの皆さまのご
意見や社会のニーズに配慮しながら事業活動に取り組むこと
が、社会との信頼関係を深めるために非常に重要であると考
え、ステークホルダーの皆さまとのコミュニケーションの機会
を増やしていくことに努めています。

　ステークホルダー の皆さまからのご要望・ご期待に誠意を
持って的確にお応えすることに総力を傾け、グループが一丸
となって「人々の思いを伝え合える社会」「安心・安全・豊かな
社会」の実現ならびに「環境との共生」をめざしていきます。

環境との共生
NTT東日本グループがめざす社会

人々の思いを伝え合える社会 安心・安全・豊かな社会

お客さま
　常にお客さま第一という考え
の下、安心・安全で信頼できる
技術・サービスを提供します。

地域社会
　社会貢献活動、環境保全活
動、地域社会の課題解決に積極
的に取り組み、信頼される企業
であり続けます。

お取引先
　販売パートナー、業務
委託先、購買先等、すべ
てのお取引先と公正かつ
自由な取引により共存共
栄をめざし、誠実に接し
ます。そして、お取引先
とともにNTT東 日 本 グ
ループのブランド価値を
高めます。

行政・行政機関
　公益的使命を有する企
業として、政府・行政機
関との健全かつ適切な関
係を確立します。

行政・
行政機関

地域社会

社員

お客さま

株主

お取引先 NTT東日本
グループ

株主
　企業価値の向上に努めるとと
もに、積極的な情報開示による
経営の透明性の向上に取り組
みます。

社員
　社員一人ひとりの能力を最大
限に発揮できるよう、安心で快
適な職場環境を提供し、各種制
度の充実および人材育成に取り
組みます。
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 ステークホルダーとのコミュニケーション
　NTT東日本グループでは、ステークホルダーの皆さまから
のご意見やご要望を企業活動に積極的に取り入れ、社会の持
続的発展と企業価値の向上につなげていくために、さまざま
な取り組みを行っています。
　たとえば、社長を委員長とする「スマイル委員会」を定期的
に開催し、「お客さま相談センター」等に寄せられたご意見や
ご要望を、業務改善や新サービスの開発に活かしていく「スマ
イル活動」を行っています。

　2010年度には、お客さまからいただいた約13万8,000件
のご意見やご要望を参考に改善を実施する等、サービス向上
等に取り組みました。
　また、サプライヤ*各社の環境に対する体制と製品の評価を
実施し、環境への取り組みや製品等の環境配慮が改善される
よう、評価結果に考察を加えてフィードバックしています。

アカウンタビリティの要請／活動実態の評価

CSR報告書

対話（ステークホルダー・ダイアログ）

第三者意見

ステークホルダーの皆さま
問題の提起 改善の要求

Action

開示NTT東日本
グループ

課題の把握

計画の実行／
パフォーマンスの測定

課題の選定／
目標（指標）化

測定結果の評価／
課題の洗い出し 改善

CSR報告書における情報開示の範囲

Plan Do Check

 ステークホルダー の声を活かしたNTT 東日本グループのPDCAサイクル

お客さま

地域社会

社員

お取引先

お客さまのご意見やご要望を業務改善・新サービスの開発に活かす「スマイル活動」をはじめ、「お客さまの声」を積
極的に業務運営に反映させています。
◎ お客さま相談センター／お客さま満足度調査／各種製品・サービスに関するアンケート調査等

事業活動を通じて、また、支店グループ（支店・都道県域会社）をはじめとする全グループ会社社員が一企業市民とし
て、地域に密着した社会貢献活動等を行っています。
◎ 各種行事への参加／地域懇談会／消費者団体との勉強会等

社員一人ひとりが明るく活気に溢れ、チャレンジ意欲を持って業務に取り組める風通しの良い職場環境・企業風土の
構築に向けて、コミュニケーション環境の充実に努めています。
◎ 各種面談の実施／社員意識調査／ジョブチャレンジ（NTTグループ内人材交流）／経営幹部による支店等キャラバンの実施等

お取引先とともに社会的責任を果たしていくため、「グリーン調達ガイドライン」に基づくサプライヤ各社の環境に対
する体制と製品の評価を実施するとともに、おもにサプライヤ各社の自主性を活かした品質管理方式に基づく経済
的かつ高品質な製品の調達に努め、意見交換等も行っています。
◎ グリーン調達ガイドライン／品質管理方式NQAS（New Quality Assurance System between first and second parties）等

サプライヤ：事業活動に必要な製品や原材料等を供給する関係にある事業者のこと。用語
解説

コミュニケーションの例
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CSRマネジメント

 CSR 推進体制
　NTT東日本は、「企業としての社会的責任を果たし、社会の
持続的な発展に貢献していく」とのCSR経営の基本姿勢の下、

「身近な総合ICT企業」としてお客さまから選ばれ信頼され続
ける企業経営をめざしています。そのため、CSR推進に向け
たマネジメント体制を明確にし、NTT東日本グループ全体の
CSR活動の方針やテーマ設定、浸透施策を検討・決定するた
めに、副社長を委員長とする「CSR委員会」を設置し、具体的な
取り組みを展開しています。2010年度は、3回の委員会を開
催しました。
　CSR委員会の傘下には、「地球環境保護推進小委員会」「ダイ
バーシティ推進小委員会」を設置し、CSR推進体制の一層の充
実に向けた取り組みを展開しています。これらの委員会・小委
員会は、それぞれCSR推進室、グリーン推進室およびダイバー
シティ推進室が事務局として運営し、CSR推進に向けた当該分
野のさまざまな取り組みについて議論し、展開しています。
　CSR推進室は、CSR活動のけん引役として、基本方針や行
動計画の策定、社員への浸透、CSR報告書の発行をはじめと
したステークホルダーの皆さまへの情報開示等の役割を担っ
ており、2010年度においてもNTT東日本CSR目標による
PDCAマネジメントを機軸としたCSR諸施策の企画・展開等
を行いました。
　またグリーン推進室では、環境経営の方針策定や、地球温
暖化対策に関する施策の展開等を行っており、ダイバーシティ

推進室では、「多様な人材の活用」および「多様な働き方の推
進」に向けた取り組みを展開しています。
　こうした社内推進体制により、NTT東日本グループにとって
の理想的なCSR経営のあり方を、多面的かつ継続的に追求し
ていきます。

 CSR 推進に向けた取り組み
　CSR委員会では、2010年度を「CSR充実期」の最終年と位
置づけ、NTT東日本グループ全体および社員一人ひとりの
CSR意識浸透と自律的なCSR活動を推進するため、さまざま
な取り組みを行ってきました。
　2009年3月には、「NTTグループCSR憲章」「NTT東日本
グループCSR行動基準」の実践に資する観点から「NTT東日
本グループCSR目標」を制定し、2010年度においても、同目
標を基軸とした、PDCAサイクルに基づくCSRマネジメントを
展開しており、具体的には、四半期ごとに実施状況を確認する
とともに、振り返りと対処策の検討・展開を行っています。
　さらに、経営幹部やCSR推進担当者、全就労者を対象とし
た階層別研修やeラーニング研修等を実施する等、CSRに関
する理解促進・意識啓発に向けた取り組みを継続的に行って
います。
　2011年度においても、引き続きCSR活動のさらなる浸透
と充実に向けて取り組んでいきます。

NTT東日本

※ワーキンググループによる
　組織横断的な施策検討・展開

※事務局：CSR推進室

※事務局：グリーン推進室

※事務局：ダイバーシティ推進室

N
T
T
東
日
本
グ
ル
ー
プ
各
社

CSR推進
連絡会等

地球環境保護推進小委員会 環境経営施策推進
ワーキンググループ

ダイバーシティ推進
ワーキンググループダイバーシティ推進小委員会

CSR委員会 CSR目標設定
ワーキンググループ
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CSR報告書へ記載

実
績
把
握

実
績
把
握

実
績
把
握

目
標
設
定

実
績
把
握

実
績
把
握

目
標
設
定

CSR報告書へ記載

業務遂行・施策展開 業務遂行・施策展開

n－1年度 n年度 n＋1年度～

P
プラン

P
プラン

C
チェック

C
チェック

C
チェック

C
チェック

C
チェック

D
ドゥ
A

アクション
D
ドゥ
A

アクション

1/4 2/4 3/4 4/4 1/4

（以下同様）
. . . . . . . . . 

 NTT 東日本グループCSR 目標について
　NTT東日本グループでは、PDCAサイクルの実践がCSR活
動の一層の充実につながるとの認識から、CSRマネジメント
の充実に向けて、2009年3月に「NTT東日本グループCSR
目標」を制定しました。
　「NTT東日本グループCSR目標」の制定にあたっては、事
業活動を通じて社会の持続的な発展に貢献していくこと、す
なわち「事業活動はCSR活動そのものである」との基本的考
え方に基づき、組織横断的な「CSR目標設定ワーキンググ
ループ」を立ち上げ、ワーキンググループのメンバー が主体
となり、メンバー自らが日ごろから直面している事業課題に密
接に関連したテーマに基づき議論を進める等して、具体的な
検討に着手しました。
　検討に際しては、「NTTグループCSR憲章」ならびに「NTT
東日本グループCSR行動基準」の実践に資する観点から目標
を制定することとし、事業活動における取り組みやステークホ
ルダーの皆さまにとって重要な課題を抽出しあらためて整理
したうえで、NTT東日本グループが推進すべき重点項目を選
定しています。具体的には、次のステップに沿って目標を策定
しました。
　①	�NTT（持株会社）と連携し、NTTグループが重視する経営方

針やステークホルダーや社会が重視する取り組みを抽出し、
「NTTグループCSR憲章」で掲げているテーマに沿って、

CSR活動における重点項目49項目（CSR項目）を選定。

　②	�前記49項目から、重要性および現状把握に基づくPDCA
管理レベルの観点から自己評価し、重点的な取り組みが
必要と判断したCSR項目を抽出。

　③	�抽出したCSR項目に対応する具体的な取り組みや施策を
設定し、整理。

　また、PDCAサイクルの実践にあたっては、上記③で設定し
た具体的取り組みについて、NTT東日本とNTT東日本グルー
プ各社が緊密に連携しながら、四半期ごとに実施状況を確認
することとし、CSR委員会が進捗管理を担っています。この進
捗管理の結果を踏まえ、CSR目標設定ワーキンググループ
により、すでに2011年度のCSR目標を設定し、展開してい
ます。

NTT東日本グループCSR目標によるPDCAサイクル
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コーポレートガバナンス

 取締役会・監査役会の構成
　経営の健全性と透明性を高めるため、コーポレートガバナン
ス*を経営の重要課題に掲げ、強固なガバナンス体制を構築し
ています。
　NTT東日本は15名の取締役による取締役会を構成し、原則、
月1回取締役会を開催し、会社経営の重要な業務執行の決定、
取締役の職務執行の相互牽制等を行っています。
　さらに、監査役制度を採用し、社外監査役である3名の常勤
監査役が独立した機関である監査役会を構成し、取締役の職
務の執行等を監査しています。
　また、各種会議、委員会を設置しており、会社経営・グルー
プ経営に関する重要な課題について、適切な意思決定を行う
ための議論を実施しています。

 監査役監査
　各監査役は、会計監査人および業務監査室との連係を図り、
業務監査、内部統制システム監査、会計監査により、取締役の
職務の執行等を監査しており、そのための専任組織・スタッフ
を有しています。
　なお、内部統制システム監査においては、「取締役および使
用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制」「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」

「グループ会社における業務の適正を確保するための体制」等
について、監視し検証しています。

 業務監査室監査
　本社内に内部監査部門（業務監査室）を設置し、毎年、リスク
評価に基づき監査項目を選定し、ビジネスリスク軽減のための
会計・契約監査およびコンプライアンスの徹底に向けた監査と
して会社法、景品表示法等に関する監査を行うとともに個人情
報保護法および環境保全活動の推進状況等についても継続し
てグループ全体を監査しています。
　これらの監査結果を、SOX法*テスト結果を含め事業運営に
適切にフィードバックし、NTT東日本グループ全体の内部統制
機能の向上に活かしています。

 内部統制システム
　NTT東日本では、2006年5月の会社法の施行に伴い、
NTT東日本グループ全体の内部統制システム*の整備に関す
る基本方針を定めて取締役会で決議するとともに、グループ
会社に対して、同様に基本方針について各社の取締役会での
決議を求め、さらに、内部統制システムの基本方針や構築のた
めに必要な各種規程を整備する等の支援を行いグループ全体
で内部統制システムの充実・強化を進めています。

用語
解説

	� コーポレートガバナンス：企業活動における違法行為を監視し、公正で健全な事業運営が行われるようにするしくみ。「企業統治」とも言う。
	� SOX法：企業経営者の投資家に対する責任と業務、罰則を定めた米国連邦法。企業会計等の透明性・正確性を高めることを目的とする。
	� 内部統制システム：企業の内部において、違法行為や業務上過失が発生しないよう、財務報告の信頼性や法令遵守等について、規則や組織、業務プロセスを整備するという考え

方、およびそのしくみ。
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広
告
表
示
適
正
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委
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進
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情
報
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ィ
推
進
委
員
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0
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年
4
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）
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進
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員
会

ス
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委
員
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員
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人
権
啓
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進
委
員
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委
員
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ダ
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進
小
委
員
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進
小
委
員
会

株
主
総
会

会計監査人

業務執行部門

（
経
営
会
議
）

社
長

取
締
役
15
名

取
締
役
会

監
査
役
3
名

監
査
役
会

業
務
監
査
室

会計監査

連係

内部監査

選解任・監督

指示・報告
監査

連係 連係

取締役の選解任

監査役の選解任

選解任

NTT東日本
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 リスクマネジメント体制の構築
　NTT東日本グループでは、大規模災害や大規模設備故障、
またネットワークへの不正アクセスやサイバーテロ等、事業運
営上のさまざまなビジネスリスクに迅速かつ的確に対応し、事
業活動および社会に及ぼす影響を最小限に抑えるために、
2006年度に本社およびNTT東日本グループ全社において、

「ビジネスリスクマネジメント推進委員会」を設置するとともに、
グループ会社間の連携強化や情報共有の迅速化を図る等、危
機管理体制を整備し、充実させています。

 ビジネスリスクマネジメントの取り組み
　これまでNTT東日本グループでは、さまざまなビジネスリ
スクへの事後対応に万全を期すための体制の整備に努めてき
ましたが、起こり得るリスクをあらかじめ分析・把握・認識し、
適切な予防策を講じて、リスクの顕在化そのものの防止を図る

「潜在リスクへの対処」を重視したビジネスリスクマネジメント
への転換を図るために、2008年10月には、NTTグループ共
通のビジネスリスクマネジメント（BRM）マニュアルに基づき、
NTT東日本の事業および業務の実態に即したNTT東日本版
BRMマニュアルを作成・発行し、社内ホームページ等への掲
載によりグループ内での共有・周知を図りました。
　また、2009年から2010年には、BRMマニュアルで定義・
分類したリスク項目の可視化を図り、リスクを分析・精査したう
えで、「事業への影響度」や「発生頻度」を示したリスクマップを
作成し、このリスクマップをベースに社会で起きた事象を追加

したうえで、事業への影響度の高いリスクについては、「事前
準備項目」、「発生時における対処」等を記載した事業継続計画
書を策定し、比較的に事業への影響度が低いリスクに対しては
事業リスク一覧を策定いたしました。
　特に新型インフルエンザに対しては、将来的なパンデミック
の発生・拡大も懸念されることを踏まえ、各支店においても
事業継続計画書を策定いたしました。

 今後の取り組み
　2011年度については、3月に発生した東日本大震災におけ
る教訓を活かし、より適切な対処が図られるよう、今般の取り
組みの振り返り、課題の分析を行ったうえで、同規模の大規模
かつ広範囲にわたる自然災害発生時における事業継続計画の
策定に向けた取り組みを展開していきます。事業継続計画の
策定にあたっては、2009年から2010年に実施した新型イン
フルエンザ発生時における事業継続計画の策定における経験
を基にしながら、事前準備項目、発生時における業務継続方法
等について検討を行い、必要な社内設備環境等の整備を進め
ていく予定であります。
　また、グループ会社においてもリスクマネジメント強化に向
けて、各社においてリスクの分析・精査を行い、さまざまなリ
スクの予防や直面するリスクへの迅速かつ的確な対応を強化し
ていきます。

リスクマネジメント

社員安否、出勤可否確認のしくみ グループ会社・協力会社等との連携確保 必要物資の備蓄※

社内通信・社内システムの確保 建物（業務拠点）耐震性等の確保※ 代替拠点ビルの確保

状況分析・評価、対応判断

※津波・放射線被害等への対応整備含む

〈業務継続のために必要な基盤環境〉

業務継続計画
（BCP）
実行

【判断に必要な評価事項】

〈人的資源〉
・人員確保の可否、勤務可能人員の把握
〈物的資源〉
・拠点利用の可否、代替拠点の選定
・社内連絡、情報共有の可否、方策の選定
・社内システムの利用可否、代替策の選定
・必要物資の量、調達方策の選定
〈社会・関連会社〉
・社会からの要請等の確認
・グループ会社、協力会社等連携の可否、
  代替手段の選択

【情報収集事項】

〈人的資源〉
・従業員、家族の安否・負傷状況
・社員等の家屋等の被害状況
〈物的資源〉
・通信設備、サービス被害状況
・拠点建物被害状況
・社内通信網、社内システム運行状況
・必要物資の備蓄状況
〈社会・関連会社〉
・公共／社会被害状況
※電気・ガス・水道・交通機関・道路、
　および地域特性（原発、津波等）等の
　被害状況
・グループ会社、協力会社等の状況

業務継続計画
（BCP）

・重要（優先）業務
  の選定
・業務継続方法
  の策定

災害発生
各組織における業務継続判断

被害状況把握

災
害
対
策
本
部
　設
置

事業計画実行までの流れイメージ
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コンプライアンスの徹底

 企業倫理に関する具体的行動指針
　NTT東日本グループでは、NTTグループすべての役員お
よび社員についての企業倫理※に関する具体的行動指針であ
る「NTTグループ企業倫理憲章」(2002年11月制定)に基づ
き、グループ全体で企業倫理の確立に向けた取り組みを推進
しています。

※ �企業倫理:企業市民として持つべき倫理。企業が法令を遵守すること、倫理や道
徳等、社会的規範を遵守することを指す。コンプライアンス(法令遵守)の訳語と
して用いられる場合もある。

 企業倫理委員会
　企業倫理委員会は、全社的な企業倫理の強化に向けた取り組
み等に関して審議することを目的に、副社長を委員長として設置
されています。企業倫理に関する責任体制を明確に示しながら、
委員会ではさまざまな議論を重ね、具体的施策を積極的に展開
しています。2010年度には、4回の委員会を開催し、CSR啓発
活動と融合した研修等の実施や、各種ツールを活用した啓発活
動等を通じて、NTT東日本グループ全体における企業倫理推進
の強化・促進に取り組みました。

 企業倫理の徹底
　「NTTグループ企業倫理憲章」は、4つの視点で構成されて
います。この視点の理解・浸透を促進し、憲章を実効あるもの
とするために、2010年度は、全社員に対してe ラーニング研
修を実施するとともに、経営幹部、新入社員およびNTT東日
本グループのCSR・企業倫理推進担当者等に対して、CSR・企
業倫理研修等さまざまな研修を階層別に実施し、現在も継続
的な啓発活動に取り組んでいます。

　とりわけ、2010年度においては、グループ会社における不祥
事が相次いだことを受け、NTT東日本グループトータルとして、
コンプライアンス再徹底に向けた取り組みを行いました。具体的
には、新たに12月期を「CSR・企業倫理強化月間」に設定し、当該
期間を機軸とした集中的な取り組みを展開する等、コンプライア
ンスの再強化、再徹底に取り組むとともに、「コンプライアンス再
徹底スローガン」（クリーンな職場を維持するための七ヵ条）を新
たに作成し、ポスター等ツールを配備する等、NTT東日本グルー
プの各職場においては、非正規社員を含む全就業者に対し、コン
プライアンスに関する重要性について、あらためて周知徹底を
図りました。
　また、2011年3月に、NTT東日本グループ社員等を対象に
した「企 業 倫 理 アンケート」を 実 施しました(有 効 回 答 数：
61,014人)。「NTTグループ企業倫理憲章を知っている。」と
いう項目をはじめ、すべての項目で高い水準となりました。
　引き続き、企業倫理意識のさらなる向上のため、グループ
全体で取り組みを推進していきます。

企業倫理委員会

NTT 企業倫理委員会

NTT東日本

企業倫理ヘルプライン
【社外相談窓口】
弁護士事務所

[社外窓口担当弁護士]

企業倫理
ヘルプライン

【社内相談窓口】

企業倫理委員会

NTT東日本
グループ各社

企業倫理
ヘルプライン

【社内相談窓口】

企業倫理委員会

NTT東日本
都道県域各社

企業倫理
ヘルプライン

【社内相談窓口】

NTT東日本グループの企業倫理推進体制

4つの視点

不正・不祥事

NTT東日本
グループ

キャッチフレーズ誇りを持って行動

しない
NTTグループすべての役員および社員が
不正・不祥事を起こさないよう、公私を問
わず常に高い倫理観を持って行動すること

基本姿勢

させない日常の行動を通じて、不正・不祥事の予
防に努めること予防

隠さない

不正・不祥事を早期に発見し、かつ隠匿
することなく顕在化させること

  早期発見・
顕在化

不幸にして不正・不祥事が発生したとき
は、グループ一体となって公明・正大か
つ迅速に対処すること

発生時は
公明・正大・

迅速に

2010年度「企業倫理の取り組み」アンケート

「NTTグループ企業倫理憲章を知っている」

いいえ　1％

はい　99％
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「経営層の企業倫理に関する発言を聞いている」

「企業倫理に違反する事象等に遭遇した場合に上長等へ相談する」

いいえ　4％

いいえ　4％

はい　96％

はい　96％

 NTTグループ企業倫理憲章
1.	�　経営トップは、企業倫理の確立が自らに課せられた最大

のミッションのひとつであることを認識し、率先垂範して本
憲章の精神を社内に浸透させるとともに、万一、これに反
する事態が発生したときには、自らが問題の解決にあたる。

2.	�　部下を持つ立場の者は、自らの行動を律することはもと
より、部下が企業倫理に沿った行動をするよう常に指導・支
援する。

3.	�　NTTグループのすべての役員および社員は、国内外を
問わず、法令、社会的規範および社内規則を遵守すること
はもとより、公私を問わず高い倫理観を持って行動する。

	� 　とりわけ、情報流通企業グループの一員として、お客さ
ま情報をはじめとした企業内機密情報の漏洩は重大な不正
行為であることを認識し行動するとともに、社会的責務の
大きい企業グループの一員として、お客さま、取引先等と
の応接にあたっては過剰な供授を厳に慎む。

4.	�　NTTグループ各社は、役員および社員の倫理観の醸成
に資するべく、機会をとらえ企業倫理に関する社員教育を
積極的に実施する。

5.	�　NTTグループのすべての役員および社員は、業務の専
門化・高度化の進展に伴い、発生が懸念される不正・不祥
事の予防に努めるとともに、NTTグループ各社は、契約担
当者の長期配置の是正や、お客さま情報等の保護に向けた
監視ツールの充実等、予防体制の整備を徹底する。

6.	�　不正・不祥事を知ったNTTグループのすべての役員お
よび社員は、上司等にその事実を速やかに報告する。

	� 　また、これによることができない場合は、「企業倫理ヘル
プライン(相談窓口)」に通報することができる。なお、不
正・不祥事を通報した役員および社員は、申告したことによ
る不利益が生じないよう保護される。

7.	�　不正・不祥事が発生したときは、NTTグループ各社は、
迅速かつ正確な原因究明に基づく適切な対処によって問題
の解決に取り組むとともに、社会への説明責任を果たすベ
く、適時・適確な開かれた対応を行う。

 「コンプライアンス再徹底スローガン」

不正・不祥事　しない、させない、隠さない
〜クリーンな会社はクリーンな職場から〜

第一条
 �きちんと確認してますか? 
ルール遵守が最優先、必ず確認正しいルール!

第二条
 �本当に正しいことですか? 
組織の常識・組織の慣例、世の中視点で棚卸し!

第三条
 �そんなことして大丈夫? 
素朴な疑問を感じたら、勇気をもってアドバイス!

第四条
 �業務の可視化してますか? 
リスク回避は複数視点のチェックから!

第五条
 �気楽に相談できますか? 
コミュニケーションの充実はクリーンな職場の 
第一歩!

第六条
 �ひとりで解決できますか? 
上司・関係部署はあなたの味方、迷わずすぐに 
相談を!

第七条
 �そのミス、隠す?放っとく?暖める? 
問題を大きくするより「報・連・相」!
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人権の尊重

 人権の尊重
　NTT東日本グループでは、豊かな社会の実現に貢献してい
くためには、社員一人ひとりが、人権意識に根ざした事業活動
を行っていくことが大切であると考えています。
　そのために、人権問題の解決に向け、代表取締役副社長を
委員長とする人権啓発推進委員会を設置するとともに、「人権
問題の取り組みにあたっての基本的考え方」に基づき、人権を
尊重し、豊かで明るい社会の実現に向け、同和問題をはじめ、
あらゆる差別を許さない企業体質をめざしています。

 人権啓発研修
　社員一人ひとりが、人権意識に根ざした事業活動を行ってい
くためには、自ら人権について考え、人権意識・人権感覚を高
めることが大切であると考え、全社員を対象に各会社・各組織
毎に人権啓発研修を継続的に実施しています。
　各会社・組織ごとに実施
する研修のほか、本社にお
いて新規採用社員・新任管
理者・トップ層を対象に階層
別研修を実施しています。
新規採用社員に対しては、
社内啓発冊子「ささえあって
人になる」を活用し人権の尊
重に関する考え方と人権問題の正しい理解を目的に啓発研修
を行い、新任管理者に対しては、社内啓発冊子「さわやかな職
場づくりのために」を活用しハラスメントを許さない職場づく
りをめざすべく、啓発研修に取り組んでいます。

 �社員一人ひとりの人権意識の浸透・高揚に
向けた人権啓発ポスター・標語の募集

　グループの社員および家族へ、人権啓発ポスターと人権啓
発標語の募集を行っています。2010年度は、ポスターが487
点、標語は67,221点の応募がありました。その中から優秀作
品を12月の人権週間に表彰するとともに、日ごろからの人権
意識の浸透、高揚に努めるため入選したポスターと標語を掲
載した「人権啓発カレンダー（2011年度版）」を作成し、各職場
へ掲出しています。
　ポスターの作品の中には、家族のお子さんによる作品も多
く、「にっこり えがお かわいいね」「みんな なかよし」「みんな
友達だよ」などのあたたかさや思いやりにあふれるメッセー
ジが描かれていました。

 人権相談窓口の設置
　セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメントは未然に
防止するのが基本ですが、ハラスメントの被害を受けていると
思う場合、その発生のおそれがある場合、ハラスメントに該当
するか微妙な場合、一人で悩まず相談できるよう各職場に人
権相談窓口を設置しています。

2011年度グループ内
募集ポスター

2011年度人権啓発カレンダー
トップ層人権セミナー

社内啓発冊子
「ささえあって人になる」

社内啓発冊子
「さわやかな職場づくりのために」
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 NTTソルコおよびNTTスポーツコミュニティ（大宮アルディージャ）における不祥事について

　NTTソルコにおいて、2010年10月14日、社員が競売入札
妨害の容疑により逮捕されました。同社では、発覚直後より社
長を委員長とする社内調査委員会を立ち上げる等、事実関係を
究明するとともに、信頼回復に向け、再発防止策の実施、定着、
形骸化防止等に全社一丸となって取り組んでおります。
　また、NTTスポーツコミュニティにおいて、大宮アルディー
ジャホームゲームでの公式入場者数について、2010年10月
2日開催のゲームにて、本来発表すべき入場者数との相違が
発生したことを受け調査を実施しましたところ、2007年11月
11日以降のすべてのホームゲームにおいて、ゲート通過入場
者数の数値に相当数の上乗せを行って公式入場者数として発
表しておりました。同社では再演防止のために「特別倫理委員
会」を設置しコンプライアンスの強化を図るとともに、トップか
ら監督・選手を含むクラブスタッフ全員に対して、コンプライ
アンスの遵守の必要性を訴える等、今一度、原点に立ち返り、

お客さまを大切にする誠実で明るく活力溢れるクラブ運営に
一丸となって取り組んでいます。
　お客さまに多大なるご迷惑をおかけいたしましたことを、深
くお詫び申し上げます。
　NTT東日本グループにおいては、このような状況を踏まえ、
グループ総体として、コンプライアンスの再徹底・再強化に向
けた取り組みを展開しています。
　具体的には、12月期を「CSR・企業倫理強化月間」に設定し、
各種取り組みを集中的に実施するとともに、コンプライアンス
再徹底スローガン「不正・不祥事　しない、させない、隠さな
い〜クリーンな会社はクリーンな職場から〜」（クリーンな職
場を維持するための七ヵ条）を新たに制定し、周知・徹底を図
る等、より一層のコンプライアンスの再強化・再徹底に取り組
んでいます。

ステークホルダー の皆さまへのご報告

 「NTT東日本グループ ＣＳＲ報告書 2010」（2010年9月発行）につ
いて、ウエブサイトや紙面によるアンケートを通じて、さまざまな方々
からご意見をいただきましたのでご報告いたします。皆さまからいた

全体評価 デザイン・レイアウト 文字の大きさ

基本姿勢のCSR活動への反映 2部構成（「冊子」と「PDF」）について

大変わかりやすい
12％

よく反映 
されている

16％

大変わかりやすい
10％

とても読みやすい
11％

とても読みやすい
11％

わかりにくい
1％

反映されていない
1％

わかりにくい
2％

読みにくい
1％

読みにくい
2％

わかりやすい
48％

反映されている
76％

わかりやすい
43％

読みやすい
48％

読みやすい
32％

だいた貴重なご意見は、本報告書の作成や今後のＣＳＲ活動に反映させ
ていただいています。

「 NTT 東日本グループ CSR 報告書 2010」アンケート結果

ややわかりにくい
3％

あまり反映 
されていない
7％

ややわかりにくい
4％

やや読みにくい
4％

やや読みにくい
14％

普通
36％

普通
41％

普通
36％

普通
41％
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　CSR活動において、適切に情報を公開し、社会と企業の相互理解・共感をいかに深めるかは非常に大切な要素と考えます。NTT東日本
グループでは、各種ツールを活用し、社内外との情報の共有を図っています。なお、おもなツールは次のとおりです。

　NTT東日本からの重要なお知らせや、新しいサービスの情報等を、請求書に同封してお客さまにお届けしている「ハローインフォ
メーション」や、会社概要、企業活動等をまとめた情報媒体「インフォメーションNTT東日本」等があります。

社外向け冊子

　おもに電気通信事業者の皆さま向けに、当社のネットワークのご利用に関する情報を掲載しているウエブサイト「情報Webステー
ション」や、「フレッツ・サービス」や、「ひかり電話」等に関する工事・故障の情報等を掲載しているウエブサイト「工事・故障情報」等が
あります。これらの公開情報については、ＮＴＴ東日本公式ホームページの「公開情報」にて閲覧できます。
http://www.ntt-east.co.jp/aboutus/disclosure/index.html

社外向けウエブサイト

　新サービス等の営業系情報を中心に掲載している冊子「NTT東日本BUSINESS」や社内外の情
報をリアルタイムに発信しているウエブサイト「web EAST」等により、社内におけるコミュニケー
ションの充実を図っています。

社内向け冊子・ウエブサイト

インフォメーションＮＴＴ東日本 2010

Information
2010

インフォメーションNTT東日本 2010

インフォメーションＮＴＴ東日本

表紙パターン：A／色：DIC204

インフォメーションNTT東日本
（http://www.ntt-east.co.jp/databook/）

情報Webステーション 工事・故障情報

ハローインフォメーション
（http://www.ntt-east.co.jp/helloinfo/）

公式ホームページ「公開情報」

NTT東日本BUSINESS

コミュニケーションツー ルのご紹介
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NTT 東日本グループについて

 過去5 年間の決算概要� 単位：億円

年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

損益状況

営業収益 20,613 20,027 19,529 19,286 19,571
営業費用 20,014 19,577 19,162 18,810 18,799
営業利益 599 449 366 476 771
経常利益 903 674 653 717 960
税引前利益 1,401 1,676 1,229 815 768
当期純利益 843 968 775 505 523

資産・負債および純資産の状況
資産合計 39,499 37,527 37,304 37,402 37,650
負債合計 19,614 17,020 16,363 16,290 16,352
純資産 19,885 20,506 20,941 21,112 21,297

 グループ会社一覧� ［ 2011 年7 月1日 現在］
都道県域会社 17社 （株）NTT東日本−東京〜北海道
テレマーケティング分野 1社 （株）NTTソルコ
情報通信エンジニアリング分野 4社 NTTインフラネット（株）　（株）NTTエムイー　アイレック技建（株）　NTTレンタル・エンジニアリング（株）
不動産分野 2社 （株）NTTル・パルク　（株）NTT東日本プロパティーズ
金融・カード分野 1社 （株）NTTカードソリューション
電話帳ビジネス分野 2社 NTT番号情報（株）　NTT情報開発（株）
物流分野 1社 （株）アイ・エス・エス
アメニティ分野 1社 NTTスポーツコミュニティ（株）
国際分野 1社 NTTベトナム（株）※1

SI・情報通信処理分野 6社 （株）NTT東日本ソリューションズ　NTT空間情報（株）※2　NTTテレコン（株）　日本テレマティーク（株）　 
（株）NTTメディアクロス　NTTブロードバンドプラットフォーム（株）

移動体通信分野 1社 日本空港無線サービス（株）
福利厚生分野 1社 テルウェル東日本（株）

※1	ベトナムにおける電気通信設備の建設および電気通信事業の管理運営に関する指導業務を実施しています。
※2	2011年7月、電子地図事業のさらなる拡大・推進を目的に（株）NTTエムイーが保有するNTT空間情報（株）の株式を継承し、NTT空間情報（株）が当社の子会社になりました。

 NTT 東日本の組織図 NTT 東日本の会社概要
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取締役会

コンシューマ
事業推進本部

ビジネス＆
オフィス事業

推進本部
ネットワーク
事業推進本部

監査役

社長
監査役室

(経営会議)

監査役会

※1	関東病院、伊豆病院、長野病院、東北病院、札幌病院、首都圏健康管理センタを含む
※2	自治体様等の復興計画と連動した通信設備の本格復旧・復興を一元的に推進するため、社長直結組織として2011年5月16日

より「東北復興推進室」を設置しました。

名称 東日本電信電話株式会社
（英文名称：NIPPON TELEGRAPH AND 

TELEPHONE EAST CORPORATION）

本社所在地 東京都新宿区西新宿三丁目19番2号
代表取締役社長 江部　努
設立年月日 1999年7月1日
資本金 3,350億円
資本構成 日本電信電話株式会社　100%出資
社員数 5,900人（2011年3月31日現在）
事業所 本社1 地域事業部（支店）17
事業内容 東日本地域※1における地域電気通信

業務※2およびこれに附帯する業務、
目的達成業務、活用業務

※1	 北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木
県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県および長
野県

※2	県内通話に係る電話、専用、総合デジタル通信等の電気通信サービス

 おもなサービス内容
データ伝送サービス：インターネットも、電話も、映像
も、自由に選べて快適に使える「フレッツ光」をはじめとし
たデータ伝送サービス

音声伝送サービス：「加入電話」および、今お使いの電話
番号や電話機がそのまま使えて、低廉な料金で利用でき
る「ひかり電話」等の音声伝送サービス

専用サービス：お客さまのシステム規模やご利用形態に
あわせて、効率的なネットワークを構築できるよう、高
い信頼性と豊富な速度メニューを揃えた専用サービス

システム・インテグレーションサービス：各種サービスに
関わるネットワーク・ICTソリューション

その他：結婚・誕生日・記念日のお祝い事等でご利用でき
る電報サービス、等

NTT東日本グループ  CSR報告書 2011　　94



 サービス提供エリアと通信インフラ※1

北海道

秋田
岩手

宮城山形

福島

栃木

茨城

千葉

群馬
埼玉
東京山梨

神奈川

長野

新潟

青森

伊豆諸島

小笠原諸島

硫黄島等

（万契約） （人）（億円）

2008年度 2009年度

629
753

2010年度

851

200

600

400

1,000

800

0 2008年度 2009年度

50,500 48,300

2010年度

45,350

20,000

40,000

60,000

0

7,394

7,422

4,754

その他

IP関連※

（データ伝送等）

音声伝送

2010年度 営業収益の内訳

NTT東日本の社員数の内訳

フレッツ光 契約者数の推移 NTT東日本グループの社員数の推移

※1 �通信インフラの数値については、2011年3月31日現在の数値となります。
※2 �通信ケーブル用地下トンネル

※ �IP系収入に、附帯収入のうちリモートサポートおよび 
ウイルスクリア収入を加算したもの

電柱：567万本

管路：29万km
とう道：406km※2

水底ケーブル：
800km

電話線や光ケーブル等：
103万km

採用者数（人）
管理職数（人）

社員数（人） 4,200 71％ 1,700 29％ 5,900
221 62％ 133 38％ 354
806 96％ 37 4％ 843

男性 女性 合計
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第三者意見

第三者意見を受けて

斎藤 槙 ● さいとう まき
ASU International LLC代表取締役、CSRコン
サルタント。SBI大学大学院客員准教授、人間の
安全保障フォーラム理事、目黒区環境審議会専門
委員会委員。米国NYコロンビア大学大学院卒業。
著書に『世界をよくする簡単な100の方法』（講談
社）、『社会起業家〜社会責任ビジネスの新しい潮
流』（岩波新書）、『ソーシャルビジネス入門（翻訳）』

（日経BP）など。

「人と人、想いと想いをつなぐ。」NTT東日本グループのCSR報
告書には「つなぐ」という同社のコンセプトがちりばめられていま
す。トップ・社員が一丸となって事業を通じて、つながるための
CSR活動に取り組んでいる様子が伝わってきます。一番わかりや
すい例が今回の東日本大震災後の対応ではないでしょうか。万が
一の災害を想定して行われていた訓練や提携は、フルに活かされ
通信サービスの早期復旧・復興に貢献しました。そして、さらなる
安心・安全に向けた取り組みを強化しようという意気込みも感じ
られます。「電力見える化サービス（仮称）」を立ち上げたのも、震
災後特に高まった節電ニーズにこたえた形といえます。自社の節
電にも熱心。地球を未来につなごうとする取り組みの一例です。

震災後「絆」は時代のキーワードになりました。これまでの日本
の利益一辺倒な思考の中で、生産量、効率、スピードばかりが強
調され、どちらかというとなおざりにされてきた人と人のつなが
りやぬくもり。反省とともに、今こそ人の絆の大切さを見直す必
要があるのではないでしょうか。だからこそ、「つながりのプロ集
団」であるNTT東日本グループにこれからもその重要性を人々に
伝えながら、事業を通じたCSR活動を継続していただくことを期
待しています。バーチャルなつながりだけでなく、リアルなつな
がりの大切さを強調することも忘れないで欲しいです。

私がNTT東日本グループに先進性を感じるのは、例えばこん
な取り組みです。
● 自治体や他社と提携しながら、デジタルデバイドの解消に向け

た生活インフラ支援
● 電柱とワイヤーの技術を活かし希少動物を保護する「アニマル

パスウェイ」に着手

　NTT 東日本グル ー プにおいては 、これまでも「つなぐ」をコンセプトにCSR 報告書を発行してきました。「つなぐ」ことそ
れ自体が私たちならではのCSR 活動であり、この取り組みを大切にしていきたい、そのように考えています。また、私たち
は「 CSR目標」を制定し、PDCAサイクルの実践に注力しているところですが、今後、一連のサイクルを回していく過程にお
いて、積極的にステークホルダーの皆さまのニーズおよび取り巻く社会的課題を踏まえることを通じて、NTT東日本グルー
プならではのCSR 活動の一層の充実に取り組んでいく所存です。これまでも、そしてこれからも、「身近な総合ICT 企業」と
して、「つなぐ」ことを通じて、社会の持続的発展に貢献してまいります。

2011年10月
東日本電信電話株式会社

総務人事部CSR推進室

● テレビ会議の環境利用
● 利用済み通信機器を回収しリユース&リサイクル
● 地域の警察機関や防犯ボランティアと提携し、子ども見守りカメ

ラシステムの提供
● 遠隔健康相談システムや診療所向け電子カルテサービスの提供
● 耳の不自由な方からの要望にこたえて「電話お願い手帳」を作り

30年継続
これらの活動をCSR委員会、さらにワーキンググループによる

横断的な組織を設置しながら、PDCAのマネジメントを実施して
いる点は特に評価に値すると思います。

一点だけ改善の余地があると思われるのは、CSR報告書の中に、
必要以上にPR的であると感じられる箇所が若干見受けられる点で
す。良かったことだけを報告するのでなく、問題解決の過程での
対応や制度の利用回数といったありのままの実態も知りたいです。
例えば顧客からよせられた約14万件の意見や要望は、どう優先順
位をつけられ、経営に反映されたのでしょうか。「企業倫理ヘルプ
ライン相談窓口」がありますが、どの程度利用されたのでしょうか。
ここでの問題はどう解決されたのでしょうか。今、ステークホル
ダーはNTT東日本グループに対して何を求めているのか、改めて
分析することでCSRを社内に取り組むロジックを構築できると思
います。企業を取り巻く社会問題を分析し、優先課題を経営活動に
組み込むことで、より戦略的なCSR活動が可能となるはずです。

これからのつながりは「有機的」そして「未来への希望を創出す
ること」であることが重要だと考えます。例えば、国内における無
縁社会の問題（少子化、介護、自殺、ワーキングプア、ドメスティッ
クバイオレンス、いじめ、児童虐待、不登校など）、あるいは地球の
裏側とつながるためにどうしたらよいかなどの視点もぜひ、考え
合わせて欲しいです。

また、出産、育児を行う社員を対象にすでに700人の社員が在
宅勤務を実施しているからこそ、NTT東日本グループがライフ
ワークバランスのあり方を積極的に社会に提言していくことも可
能なのではないでしょうか。「身近なICT企業」を謳うNTT東日本
グループだからこそ出来るチャレンジだと思うのです。
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［お問い合わせ先］

東日本電信電話株式会社 総務人事部 CSR推進室
 〒163-8019 東京都新宿区西新宿3-19-2
 TEL:	 03-5359-8610
 FAX:	03-5359-1118
 E-Mail: csr@sinoa.east.ntt.co.jp

2011年10月発行 K11-2585




